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１．会社の現況に関する事項 

（１）当期の事業報告の概況及びその成果 

 2024年度、不動産業界を取り巻く社会環境は、急速な高齢化・少子化の進行、

資材・人件費の上昇、ESG投資の高まりなど、多岐にわたる変化により大きな転

換期を迎えています。 

 特に脱炭素化対応（ZEB/ZEH）、資源循環推進、地域共生や高齢者対応の強化は、

不動産事業に社会的使命と新たな価値創造を求めています。一方で、円安の進行

やエネルギー価格の高騰、物価上昇などにより、当社の事業に対しても影響を受

ける状況でした。 

 つくば市では子育て層を中心とした転入超過が続き、2024 年の人口増加率が

市区部において全国１位になるなど、移住者が増加し活気が出ている一方、市内

の事業者においては原材料・商品仕入単価の上昇や従業員の確保難などの課題

もみられています。 

つくば中心市街地では新たなマンションの建設が進行し、おおよそ 1,000 戸

に近い供給が行われ堅調に販売も進んでいます。また、宿泊施設の稼働率の上昇

が見込まれる中、大和ハウス工業が吾妻のつくばエクスプレス(TX)つくば駅に

直結する形で建設していた複合施設が完成しました。地上 5 階、地下 1 階建て

の店舗・オフィスビル「d_ll TSUKUBA(ディールつくば)」、地上 4階建てのオフ

ィスビル「大和ハウスつくば駅前ビル」、地上 5階建ての立体駐車場の計 3棟が

建ち、駅前の新たな交流拠点として注目が集まっています。立体駐車場を除く 2

棟の延べ床面積は 1万 3530平方メートルで、つくば駅周辺で 1万平方メートル

を超える賃貸オフィスの供給は 1990 年完成のつくば三井ビルディング以来 35

年ぶりとなり、市内の多様なオフィスニーズの増加に期待がかかる状況です。 

そのような環境下の中、当社はつくば市の中心市街地活性化を担うまちづく

り会社として、2021 年の設立以来、官民連携による公共空間の利活用の推進と

収益型施設運営を両輪に据え、持続可能な地域づくりを目指してきました。 

2024年度は、中核施設である「co‑en」の第二期拡張、公共施設・駐車場の運営

管理強化、自社対象エリアにおけるモビリティー関連の社会実装へ向けた実証

実験など受託業務参画などを通じ、収益構造の多様化と基盤の安定化を推進し

ました。また、不動産市況の堅調な推移を背景に、研究学園駅前地区での不動産
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開発に対するエリアマネジメント業務を推進するなど、エリア価値向上も視野

に入れたソフト事業などにも施策展開を進めました。 

 

今後も、市民・事業者・行政の三者連携を深化させ、「自分らしい暮らし・働

き方を選べる街」づくりに貢献し続けると同時に、事業基盤と収益基盤のさらな

る強化に努めてまいります。  

 当期の収支状況につきましては、先行投資として昨年度に採用を強化したこ

とによる人件費の増加と co-en 第二期の着手が当初の予定より大幅にずれ込ん

だこと、また、co-enのオフィスの一部の区画の退去後のリーシングに遅れが生

じたことにより、当期の売上は、昨年度より減収の 118,267,803円、経常損益は

▲32,583,265 円と当初予定の黒字化より大幅に減収となりました。来期は「co-

en」の第二期の契約が始まり安定的な収益確保が増加し、より効率的な運営を実

施することで収益の安定化を目指し、キャッシュフローの安定を目指すととも

に、組織体制を大幅に見直し、地域のステークホルダーとの関係性の強化に努め

事業の安定化を目指して参ります。 

 

（２）取り組んだ主な事業及び事業別収支状況 

当期は、118,267,803円、営業利益は▲23,586,886円、当期損益は▲32,583,265

円となりました。 

当期の事業セグメントごとの収支内容については、次の通りとなっています。 

① つくばセンタービル「co-en」事業 

 つくばセンタービル「co-en」については、順調に会員数も増加しており、ピ

ーク時でコワーキングスペースにおいては月額会員 60名、ビジター利用も1,500

名を超える方々に利用いただいております。現在、第一期と第二期の残り区画の

入居に向けたリーシングを行っており、早期の全区画の契約となるよう進めて

いきます。セグメント収支としては、売上 55,165,418円となっています。 

来期は５月に第二期の開業があることと、子どもの学びや挑戦をサポートす

るための科学教室を開催するなど、地域のニーズを踏まえるとともに、つくばの

魅力を高める事業の実施を図り、施設の価値向上に努めます。 
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② つくばセンタービル地下駐車場事業 

 つくばセンタービル地下駐車場は、2021 年 6 月からつくば駅周辺を車で訪れ

る方の拠点となるよう、利用しやすい料金体系の導入や駐車場からまちなかや

周辺地区に回遊に向け２次交通の確保の為、カーシェアの導入などの取組を行

っています。 

 当期から安定的な収益となり、セグメント収支としては、売上は前期比微増の

14,042,560 円となりました。 

 

③ つくばエキスポセンターカフェ運営事業 

2021 年７月につくばエキスポセンター内において地産地消のカフェとして

オープンした「ほしまるカフェ」は、2023年 4月にサンドイッチ専門店「ロケ

ットベース」としてリニューアルオープンし、週末を中心に順調に運営を継続

して参りました。 

当事業は、貸主側の事情にて継続することが難しいと判断され、2025年 4月

に閉店となることが決定しております。 

 

④つくばの魅力を高めるための事業 

 つくばの魅力を高めるための取組として、パブリックスペース等を活用した

にぎわいづくりや中心市街地で開催されるイベントへの支援等を実施しました。 

 イベント支援では、「つくばぺデカフェプロジェクト」として、つくば市とつ

くばセンター地区活性化協議会と連携し、イベントをしやすくするための企画

へのアドバイスや手続きの実施、物品の貸し出し等を実施継続しています。当期

はイベントが増加し 40件を超える支援を行いました。 

 また、当期も自主事業としてイベントが少なくなる夏季に合わせ、子どもが水

遊びを楽しめるようウォータースライダー及びプールが楽しめるイベントを実

施し好評をいただいております。 

 本事業については収益を目的とした事業ではありませんが、街の魅力やにぎ

わいを創出することにより、周辺商業施設や当社施設 co-en の利用者増にもつ

ながっています。来期も多くのイベントが開催されるよう支援を行っていきま

す。 
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④ つくばの魅力を高めるためのコンサル等の受託事業 

 当社の一つの事業として、つくば駅周辺で事業を行う事業者と連携し、その事

業に対し、まちづくり会社である当社ならではの強みを活かしたプラスαの価

値を提案することを目指しており、当期も多くのコンサルタントの受託を受け

ることができました。 

つくば駅周辺で実施されるモビリティー関連の実証実験へのアドバイザーな

ども受注することができました。 

セグメント収支としては、売上は 37,751,720円となりました。 

来期も、つくばで活動しようとする企業のニーズに応える取組みについて継

続したいと考えています。 

 

⑤ 情報発信 

つくば駅周辺の情報発信についても、前期に引き続き積極的な情報発信を行

ってきました。まちなかのイベント等を発信する SNS「つくばまちなか情報局

（facebook、instagram）」を「ドまんなかつくば（facebook、instagram）」とし

て 2023年４月にリニューアルし、より積極的な情報発信を実施しました。 

来期もまちなかの情報をリアルタイムに発信することにより、まちなかに多

くの人が訪れるよう誘導していきます。 

 

⑥ 冷凍自販機事業 

 地域の飲食店と連携し、県内の美味しいものが買える冷凍自販機事業を 2023

年度から着手しております。継続的なテナント開発など課題も多く、事業のあり

方そのものを見直していく必要があると考えております。 

 来期は、収益構造の見直しとともに、より多くの飲食店に関わっていただくと

ともに、多くの住民の方に利用いただけるよう魅力を高めていきます。 

 

⑦ 地域通貨「クラフトつくば」運営事業 

 ミライデザインパワー㈱と共同で運営し、つくばの魅力ある人・もの・ことを

つなげ、人の流れを生み出し、活気あるつくば市をつくる地域通貨「クラフトつ
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くば」の稼働を 2023年 12月からサポートして参りました。 

当社はつくば中心市街地を中心とした取組みを行っていますが、中心市街地

と周辺部をつなぎ、つくば市全域のにぎわい創出を図ることも重要だと考えて

いることから、クラフトつくばにより中心市街地と周辺部の交流を促進したい

と考えています。 

 来期は、より多くの飲食店等に参加頂き、中心部と周辺部の交流を促進し、つ

くば市全域のにぎわいを創出していきたいと考えています。 

 

⑨つくばセンター広場指定管理 

 2023 年４月から当社はつくばセンター広場の指定管理者として運営管理を実

施しています。つくばセンター広場はイベントが多いことから、イベント支援で

ある「つくばぺデカフェプロジェクト」と連携して、利用しやすく、安全で快適

な広場となるよう取り組んでいます。 

 来期も更に利用しやすくなるような運営及び管理を行っていきます。 

 

⑩モビリティシェアリング事業 

 つくば中心市街地は、様々な課題が上げられていますが、その一つとしてヒュ

ーマンスケールではなく移動しにくいとの課題が上げられています。つくば市

は政府からスーパーシティ型国家戦略特別区域に指定されており、住民のつな

がりを力にして、大胆な規制改革とともに先端的な技術とサービスを社会実装

することで、科学的根拠をもって人々に新たな選択肢を示し、多様な幸せをもた

らす大学・国研連携型スーパーシティの実現を目指しています。移動（モビリテ

ィ）については、必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段で移動できるよう

にするため、中心部においてワンマイル・モビリティの導入を目指した取組みを

進めています。 

 当社は、つくば市とスマートシティ協議会、関彰商事と連携し、2024 年２月

からつくば中心市街地を中心にパーソナルモビリティのシェアリングサービス

を実施継続しております。今後は、無人化や多数箇所へのスポットの設置やバス

などの他の公共交通との連携など、誰もが利用しやすい移動体系のサポートを

実施していきたいと考えています。 
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（３）当期の財政状況の概況 

（資産） 

当会計年度末における資産残高は、昨年度 412,489,796 円より減少し

376,748,521 円となりました。 

（負債） 

当会計年度末における負債の残高は、昨年度より微増の 346,913,053 円とな

りました。 

（純資産） 

当会計年度末における純資産合計は、株主資本合計 昨年度末の 66,482,292

円から 29,835,468 円となり大幅に減少しました。 

 

 

（４）当期のキャッシュフローの概況  

（営業活動によるキャッシュフロー） 

営業活動の結果得られた資金は、▲44,696千円となりました。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

投資活動の結果使用した資金は、０円となりました。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、▲5,000千円となりました。 

 

 この結果、当会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、11,325 千円

となりました。 

 

 

（５）従業員の状況 

  取締役４名 監査役１名 従業員１１名（うち、出向者２名） 

  ※2025 年 3月 31日時点 
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（６）今後の見通し 

つくば市においては、2024 年の人口増加率が市区部において全国１位になる

など、つくばエクスプレス沿線を中心に人口の増加が続いており、引き続き経済

活動の活発化が継続すると想定されます。 

2021 年設立以来、官民連携と市民参画による中心市街地活性化に取り組んで

きた当社は、これまでの事業を深化・拡大させるとともに、「自分のものさしで

暮らせる街」の具現化を進めます。 

 特に、co-enの 2期工事による機能強化や、つくば駅前・研究学園地区におけ

る不動産分譲・オフィス供給に対して、収益基盤の多様化と中長期的エリア価値

向上を目指したソフト事業を中心に活動を広げてまいります。 

一方、資材・光熱費の高騰や世界経済の不透明感への対応として、コスト管理を

徹底しながら、地域との連携による運営効率化、新たな収益モデルの構築を進め

てまいります。 

 

◆当社の今後の経営の方向性 

 2021 年の設立から４年が経過し、つくばならではの価値をつくるための事業

に積極的に着手し、多様なステークホルダーと連携しながら、人と人をつなぎ、

当社のビジョンである「自分のものさしで自分のライフスタイルができる新た

なまちを創る」の実現に向けた取組みを図ってきました。  

来期については、3年間に着手した事業を再構築し、つくばの資源や人材との

連携を活かした取り組みの増加を目指し、地域価値の向上に努めます 
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２．株式会社の株式に関する事項 

（１）発行済株式の総数 

  発行済み株式の総数  12,100 株 

 

（２）株主数 

  株主数 ４名 

株主名 持株数 議決権比率（%） 

つくば市 6,000 49.59% 

関彰商事株式会社 3,000 24.79% 

沼尻産業株式会社 3,000 24.79% 

株式会社 LIGHTz 100 0.83% 

 

 

３．株式会社の役員に関する事項 

会社における地位 氏名 他法人との状況 

代表取締役 内山 博文 u.company代表取締役 

Japan.asset management 株式会社 代表取

締役 

一般社団法人リノベーション住宅推進協議

会 会長 

株式会社エヌ・シー・エヌ 社外取締役 

専務取締役 小林 遼平 つくばセンター地区活性化協議会事務局長 

NPO法人つくばハウジング研究会理事 

取締役（非常勤） 大里 和也 つくば市都市計画部長 

取締役（非常勤） 岡本 俊一 関彰商事株式会社 

監査役（非常勤） 小松澤 英明 沼尻産業株式会社 

 

以上 


